
国立大学法人名古屋大学（法人番号３１８０００５００６０７１）の役職員の報酬・給与等について

Ⅰ 役員報酬等について

1　役員報酬についての基本方針に関する事項

法人の長

  ②  平成27年度における役員報酬についての業績反映のさせ方（業績給の仕組み及び導入
　　実績を含む。）

　③ 役員報酬基準の内容及び平成27年度における改定内容

　役員報酬基準は、名古屋大学役員給与規程に基づき、
本給（1,175,000円）及び諸手当（地域手当、通勤手当、
単身赴任手当及び期末特別手当）としている。
　期末特別手当については、同規程に基づき、期末特別
手当基準額（本給＋地域手当＋（本給+地域手当）×100
分の20＋本給×100分の25の月額）に、平成27年6月支
給においては100分の147.5、12月支給においては100分
の167.5を乗じ、さらに基準日以前6ヶ月以内の期間にお
けるその者の在職期間に応じた割合を乗じて得た額とし
ている。また、平成27年度人事院勧告を参考として、期末
特別手当の支給率について、0.05ヶ月分の引き上げを実
施した。さらに、期末特別手当の額は、総長が、その職務
実績に応じ、その額の100分の10の範囲内で増額し、又
は減額することができる。
　なお、平成27年度における給与制度の主な改定内容
は以下のとおりである。
・民間企業等における月例給の決定状況等を勘案して平
成26年度に出された人事院勧告を参考として、①本給に
ついて、24,000円引き下げ（なお、新たな本給表の本給
月額が、切替日の前日に受けていた本給月額に達しな
い役員に対して、経過措置としてその差額を支給（3年間
の現給保障））、②地域手当を12％から13％に引き上げ、
③単身赴任手当について、基礎額及び加算額の引き上
げ、交通距離区分の2区分増設を実施した。
・民間企業等における月例給の決定状況等を勘案して平
成27年度に出された人事院勧告を参考として、①本給を
1,000円引き上げ、②地域手当を13％から14％に引き上
げ、③期末特別手当の支給率について、0.05ヶ月分の引
き上げを実施した。

  ①  役員報酬の支給水準の設定についての考え方

　当該法人の主要事業は教育・研究事業である。役員報酬水準を検討する
にあたって、他の国立大学法人、国家公務員、類似事業を実施している民
間法人や独立行政法人等のほか、国・地方公共団体が運営する教育・研
究機関のうち、常勤職員数（当該法人4,832人）や教育・研究事業で比較的
同等と認められる、以下の法人等を参考とした。
(1) 他の旧帝国大学･･･当該法人は、同じ国立大学法人として教育・研究事
業を実施しており、法人の長、理事及び監事の年間報酬額は同水準と推
定される。
(2) 事務次官年間報酬額･･･22,491千円

　役員に支給する期末特別手当において、平成26年度に文部科学省国立
大学法人評価委員会が実施した国立大学法人の中期目標期間に係る業
績評価の結果等を勘案し、総長が役員の職務実績に応じ、その額の100分
の10の範囲内で増額し、又は減額することとしている。



理事

理事（非常勤）

　役員報酬基準は、名古屋大学役員給与規程に基づき、
本給及び諸手当（地域手当、通勤手当、単身赴任手当
及び期末特別手当）としている。
　期末特別手当については、同規程に基づき、期末特別
手当基準額（本給＋地域手当＋（本給+地域手当）×100
分の20＋本給×100分の25の月額）に、平成27年6月支
給においては100分の147.5、12月支給においては100分
の167.5を乗じ、さらに基準日以前6ケ月以内の期間にお
けるその者の在職期間に応じた割合を乗じて得た額とし
ている。また、平成27年度人事院勧告を参考として、期末
特別手当の支給率について、0.05ヶ月分の引き上げを実
施した。さらに、期末特別手当の額は、総長が、その職務
実績に応じ、その額の100分の10の範囲内で増額し、又
は減額することができる。
　なお、平成27年度における給与制度の主な改定内容
は以下のとおりである。
・民間企業等における月例給の決定状況等を勘案して平
成26年度に出された人事院勧告を参考として、①本給に
ついて、16,000円から18,000円までの幅で引き下げ（な
お、新たな本給表の本給月額が、切替日の前日に受け
ていた本給月額に達しない役員に対して、経過措置とし
てその差額を支給（3年間の現給保障））、②地域手当を
12％から13％に引き上げ、③単身赴任手当について、基
礎額及び加算額の引き上げ、交通距離区分の2区分増
設を実施した。
・民間企業等における月例給の決定状況等を勘案して平
成27年度に出された人事院勧告を参考として、①本給を
1,000円引き上げ、②地域手当を13％から14％に引き上
げ、③期末特別手当の支給率について、0.05ヶ月分の引
き上げを実施した。

　役員報酬基準は、名古屋大学役員給与規程に基づき、
非常勤役員手当（月額291,000円）、手当加算額及び通
勤手当から構成されている。
　なお、平成27年度における給与制度の主な改定内容
は以下のとおりである。
・民間企業等における月例給の決定状況等を勘案して平
成26年度に出された人事院勧告を参考として、①非常勤
役員手当の月額を3,000円引き下げ、②手当加算額の
387円引き下げを実施した。
・民間企業等における月例給の決定状況等を勘案して平
成27年度に出された人事院勧告を参考として、①非常勤
役員手当の月額を3,000円引き上げ、②手当加算額の
387円引き上げを実施した。



監事

監事（非常勤）

　役員報酬基準は、名古屋大学役員給与規程に基づき、
本給（706,000円）及び諸手当（地域手当、通勤手当、単
身赴任手当及び期末特別手当）としている。
　期末特別手当については、同規程に基づき、期末特別
手当基準額（本給＋地域手当＋（本給+地域手当）×100
分の20＋本給×100分の25の月額）に、平成27年6月支
給においては100分の147.5、12月支給においては100分
の167.5を乗じ、さらに基準日以前6ヶ月以内の期間にお
けるその者の在職期間に応じた割合を乗じて得た額とし
ている。また、平成27年度人事院勧告を参考として、期末
特別手当の支給率について、0.05ヶ月分の引き上げを実
施した。さらに、期末特別手当の額は、総長が、その職務
実績に応じ、その額の100分の10の範囲内で増額し、又
は減額することができる。
　なお、平成27年度における給与制度の主な改定内容
は以下のとおりである。
・民間企業等における月例給の決定状況等を勘案して平
成26年度に出された人事院勧告を参考として、①本給に
ついて、15,000円引き下げ（なお、新たな本給表の本給
月額が、切替日の前日に受けていた本給月額に達しな
い役員に対して、経過措置としてその差額を支給（3年間
の現給保障））、②地域手当を12％から13％に引き上げ、
③単身赴任手当について、基礎額及び加算額の引き上
げ、交通距離区分の2区分増設を実施した。
・民間企業等における月例給の決定状況等を勘案して平
成27年度に出された人事院勧告を参考として、①本給を
1,000円引き上げ、②地域手当を13％から14％に引き上
げ、③期末特別手当の支給率について、0.05ヶ月分の引
き上げを実施した。

　役員報酬基準は、名古屋大学役員給与規程に基づき、
非常勤役員手当（月額229,000円）、手当加算額及び通
勤手当から構成されている。
　なお、平成27年度における給与制度の主な改定内容
は以下のとおりである。
・民間企業等における月例給の決定状況等を勘案して平
成26年度に出された人事院勧告を参考として、①非常勤
役員手当の月額を3,000円引き下げ、②手当加算額の
377円引き下げを実施した。
・民間企業等における月例給の決定状況等を勘案して平
成27年度に出された人事院勧告を参考として、①非常勤
役員手当の月額を2,000円引き上げ、②手当加算額の
258円引き上げを実施した。



２　役員の報酬等の支給状況
平成２７年度年間報酬等の総額

報酬（給与） 賞与 就任 退任
千円 千円 千円 千円

22,062 14,100 5,988 1,974 （地域手当） 4月1日

千円 千円 千円 千円

17,148 10,944 4,648
1,532

24
（地域手当）
（通勤手当）

千円 千円 千円 千円

17,244 10,944 4,648
1,532

120
（地域手当）
（通勤手当）

千円 千円 千円 千円

15,409 9,816 4,169
1,374

50
（地域手当）
（通勤手当）

4月1日

千円 千円 千円 千円

15,506 9,816 4,169
1,374

146
（地域手当）
（通勤手当）

4月1日

千円 千円 千円 千円

15,504 9,816 4,169
1,374

144
（地域手当）
（通勤手当）

4月1日

千円 千円 千円 千円

16,127 10,008 4,250
1,401

468
（地域手当）

（単身赴任手当）
◇

千円 千円 千円 千円

3,492 3,492 0 0 （　　　　） 4月1日

千円 千円 千円 千円

13,519 8,640 3,669 1,209 （地域手当）

千円 千円 千円 千円

2,937 2,925 0 12 （通勤手当） 3月31日

役名
就任・退任の状況

前職
その他（内容）

法人の長

A理事

B理事

C理事

D理事

E理事

A監事

B監事
（非常勤）

注１：総額、各内訳について千円未満切り捨てのため、総額と各内訳の合計額は必ずしも一致しない。
注２：「地域手当」とは、民間の賃金、物価及び生計費が特に高い地域に在勤する役員に支給されて
　　　いるものである。
注３：「前職」欄には、役員の前職（前々職以前の経歴も含む。）の種類別に以下の記号を付す。
　　　退職公務員「*」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、退職公務員でその後
　　　独立行政法人等の退職者「＊※」、該当がない場合は空欄。

F理事

G理事
（非常勤）



３　役員の報酬水準の妥当性について
【法人の検証結果】
　法人の長

　理事
　名古屋大学は、本学の理念である自由闊達な学風の
下、人間と社会と自然に関する研究と教育を通じて、
人々の幸福に貢献することを、その使命とし、とりわけ、人
間性と科学の調和的発展を目指し、人文科学、社会科
学、自然科学をともに視野に入れた高度な研究と教育を
実践している。また、世界で活躍できる人材の育成、世界
トップレベルの研究推進、グローバル化の推進及び産学
官・社会連携の推進を総長のリーダーシップの下で実施
している。
　そうした中で、名古屋大学の理事は、職員数約4,900名
の法人の代表として、その業務を総理するとともに、校務
を司り、所属職員を統督して、経営責任者と教学責任者
の職務を同時に担っている総長の職務を補佐している。
　理事の年間報酬額は、人数規模が同規模である民間
企業の役員報酬50,410千円と比較した場合、それ以下で
あり、また、事務次官の年間給与額22,491千円と比べて
もそれ以下となっている。
　名古屋大学では、理事の報酬月額を法人化移行前の
国家公務員指定職俸給表の俸給月額を踏まえて決定し
ており、法人化移行後の各年度における業績評価の結
果を勘案したものとしている。
　また、他の旧帝国大学の理事の報酬水準と同水準と
なっている。
　こうした職務内容の特性や他法人等との比較を踏まえる
と、報酬水準は妥当であると考えられる。

　名古屋大学は、本学の理念である自由闊達な学風の
下、人間と社会と自然に関する研究と教育を通じて、
人々の幸福に貢献することを、その使命とし、とりわけ、人
間性と科学の調和的発展を目指し、人文科学、社会科
学、自然科学をともに視野に入れた高度な研究と教育を
実践している。また、世界で活躍できる人材の育成、世界
トップレベルの研究推進、グローバル化の推進及び産学
官・社会連携の推進を総長のリーダーシップの下で実施
している。
　そうした中で、名古屋大学の総長は、職員数約4,900名
の法人の代表として、その業務を総理するとともに、校務
を司り、所属職員を統督して、経営責任者と教学責任者
の職務を同時に担っている。
　総長の年間報酬額は、人数規模が同規模である民間
企業の役員報酬50,410千円と比較した場合、それ以下で
あり、また、事務次官の年間給与額22,491千円と比べて
もそれ以下となっている。
　名古屋大学では、総長の報酬月額を法人化移行前の
国家公務員指定職俸給表の俸給月額を踏まえて決定し
ているが、総長の職務内容の特性は上記のとおり法人化
移行前と同等以上であると言え、これまでの各年度にお
ける業績評価の結果を勘案したものとしている。
　また、他の旧帝国大学の総長の報酬水準と同水準と
なっている。
　こうした職務内容の特性や他法人等との比較を踏まえる
と、報酬水準は妥当であると考えられる。



　理事（非常勤）

　監事

　名古屋大学は、本学の理念である自由闊達な学風の
下、人間と社会と自然に関する研究と教育を通じて、
人々の幸福に貢献することを、その使命とし、とりわけ、人
間性と科学の調和的発展を目指し、人文科学、社会科
学、自然科学をともに視野に入れた高度な研究と教育を
実践している。また、世界で活躍できる人材の育成、世界
トップレベルの研究推進、グローバル化の推進及び産学
官・社会連携の推進を総長のリーダーシップの下で実施
している。
　そうした中で、名古屋大学の監事は、本学の業務を監
査する役割を担っている。
　監事の年間報酬額は、人数規模が同規模である民間
企業の役員報酬50,410千円と比較した場合、それ以下で
あり、また、事務次官の年間給与額22,491千円と比べて
もそれ以下となっている。
　名古屋大学では、監事の報酬月額を法人化移行前の
国家公務員指定職俸給表の俸給月額を踏まえて決定し
ており、法人化移行後の各年度における業績評価の結
果を勘案したものとしている。
　また、他の旧帝国大学の監事の報酬水準と同水準と
なっている。
　こうした職務内容の特性や他法人等との比較を踏まえる
と、報酬水準は妥当であると考えられる。

　名古屋大学は、本学の理念である自由闊達な学風の
下、人間と社会と自然に関する研究と教育を通じて、
人々の幸福に貢献することを、その使命とし、とりわけ、人
間性と科学の調和的発展を目指し、人文科学、社会科
学、自然科学をともに視野に入れた高度な研究と教育を
実践している。また、世界で活躍できる人材の育成、世界
トップレベルの研究推進、グローバル化の推進及び産学
官・社会連携の推進を総長のリーダーシップの下で実施
している。
　そうした中で、名古屋大学の理事は、職員数約4,900名
の法人の代表として、その業務を総理するとともに、校務
を司り、所属職員を統督して、経営責任者と教学責任者
の職務を同時に担っている総長の職務を補佐している。
　理事の年間報酬額は、人数規模が同規模である民間
企業の役員報酬50,410千円と比較した場合、それ以下で
あり、また、事務次官の年間給与額22,491千円と比べて
もそれ以下となっている。
　名古屋大学では、理事の報酬月額を法人化移行前の
国家公務員指定職俸給表の俸給月額を踏まえて決定し
ている。
　また、他の旧帝国大学の理事の報酬水準と同水準と
なっている。
　こうした職務内容の特性や他法人等との比較を踏まえる
と、報酬水準は妥当であると考えられる。



　監事（非常勤）

【文部科学大臣の検証結果】

　名古屋大学は、本学の理念である自由闊達な学風の
下、人間と社会と自然に関する研究と教育を通じて、
人々の幸福に貢献することを、その使命とし、とりわけ、人
間性と科学の調和的発展を目指し、人文科学、社会科
学、自然科学をともに視野に入れた高度な研究と教育を
実践している。また、世界で活躍できる人材の育成、世界
トップレベルの研究推進、グローバル化の推進及び産学
官・社会連携の推進を総長のリーダーシップの下で実施
している。
　そうした中で、名古屋大学の監事は、本学の業務を監
査する役割を担っている。
　監事の年間報酬額は、人数規模が同規模である民間
企業の役員報酬50,410千円と比較した場合、それ以下で
あり、また、事務次官の年間給与額22,491千円と比べて
もそれ以下となっている。
　名古屋大学では、監事の報酬月額を法人化移行前の
国家公務員指定職俸給表の俸給月額を踏まえて決定し
ている。
　また、他の旧帝国大学の監事の報酬水準と同水準と
なっている。
　こうした職務内容の特性や他法人等との比較を踏まえる
と、報酬水準は妥当であると考えられる。

　職務内容の特性や国家公務員指定職適用官職、他の
同規模の国立大学法人、民間企業等との比較などを考
慮すると、役員の報酬水準は妥当であると考えられる。



４　役員の退職手当の支給状況（平成27年度中に退職手当を支給された退職者の状況）

区分 支給額（総額） 退職年月日 業績勘案率 前職

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

該当者なし

５　退職手当の水準の妥当性について
【文部科学大臣の判断理由等】

区分

６　業績給の仕組み及び導入に関する考え方

法人の長

理事
（非常勤）

理事

法人の長

　業績給については、期末特別手当で導入しており、今後も継続していく方針である。

監事
（非常勤）

該当者なし

該当者なし

理事
（非常勤）

理事

監事
（非常勤）

法人での在職期間

判断理由

該当者なし

監事

該当者なし

該当者なし

監事



Ⅱ 職員給与について
１　職員給与についての基本方針に関する事項
　①　職員給与の支給水準の設定等についての考え方

　　当該法人職員の給与水準を検討するにあたって、国家公務員のほか、平成27年職種別
　民間給与実態調査によるデータのうち、企業規模別（当該法人4,832人）・職種別平均支
　給額を参考にした。
　　なお、本学では、社会一般の情勢の主たる判断指標を毎年の人事院勧告が調査・準拠
　した民間給与水準に求め、国家公務員の給与水準を十分考慮の上、決定している。
　(１) 国家公務員･･･平成27年において、国家公務員のうち行政職俸給表（一）の平均給
　　　　　　　　　　　　　与月額は408,996円となっており、全職員の平均給与月額は
　　　　　　　　　　　　　416,455円となっている。
　(2) 職種別民間給与実態調査において、当該法人と同等の規模や職種（事務員）の大学
　　　卒の４月の平均支給額は198,950円となっている。

　　職員の勤務成績を考慮し、本給の昇給･昇級を実施している。また、勤勉手当(６月･12月）
　における成績率の増減に反映している。
　　さらに、平成２６年５月から、年俸制が適用される助教の一部に、平成２７年４月からは、対
　象者を拡大し、年俸制が適用される大学教員の一部に業績給を導入しており、今後も継続
　していく方針である。

　②　職員の発揮した能率又は職員の勤務成績の給与への反映方法についての考え方（業績給
　　の仕組み及び導入実績を含む。）



　③　 給与制度の内容及び平成27年度における主な改定内容

　
　　名古屋大学職員給与規程に基づき、本給及び諸手当（管理職手当、扶養手当、地域
  手当、住居手当、通勤手当、単身赴任手当、特殊勤務手当、超過勤務手当、管理職員特
  別勤務手当、期末手当、勤勉手当等）としている。
　　期末手当については、期末手当基準額（本給＋本給の調整額＋扶養手当＋教職調整額
　＋地域手当）に6月に支給する場合においては100分の122.5、12月に支給する場合におい
　ては100分の137.5を乗じ、さらに基準日以前6月以内の期間におけるその者の在職期間に
　応じた割合を乗じて得た額としている。
　　勤勉手当については、勤勉手当基準額（本給＋本給の調整額＋教職調整額＋地域手当）
　に、基準日以前6月以内の期間におけるその者の勤務期間の区分に応じて、同規程に定め
　る割合及び勤務成績に応じて総長が定める基準に従って定める成績率を乗じて得た額とし
　ている。
　　なお、平成2７年度における給与制度の主な改定内容は以下のとおりである。
　・民間企業等における月例給の決定状況等を勘案して平成26年度に出された人事院勧告
　　を参考として改定
　　①一般職本給表(一)について、平均2％引き下げ。1級（全号給）及び2級の初任給に係
　　　る号給は引き下げなし。3級以上の級の高位号給は50歳台後半層における官民の給与
　　　差を考慮して最大4％程度引き下げ。40歳台や50歳台前半層の勤務成績に応じた昇給
　　　機会の確保の観点から、5級・6級に号給を増設。指定職本給表については、一般職本給
　　　表(一)の平均改定率と同程度の引き下げ改定。その他の本給表についても、一般職本給
　　　表(一)との均衡を基本とし、各本給表における50歳台後半層の在職実態等にも留意しつ
　　　つ引き下げ。なお、新たな本給表の本給月額が、切替日の前日に受けていた本給月額に
　　　達しない職員に対して、経過措置としてその差額を支給（3年間の現給保障）。現給保障
　　　対象者のうち、55歳超職員（一般職(一)6級相当以上）の本給等の1.5％減額は、平成30
　　　年3月31日まで継続。
　　②地域手当を12％から13％に引き上げ
　　③単身赴任手当について、再雇用職員を支給対象とし、基礎額及び加算額の引き上げ、
　　　交通距離区分の2区分増設
　　④管理職員特別勤務手当について、管理職員等が災害への対処等の臨時・緊急の必要
　　　により、平日午前0時から午前5時までの間に勤務した場合、勤務１回につき9,000円を超
　　　えない範囲内の額を支給
　・年俸制適用承継教員の対象者の拡大等に伴う年俸制適用承継教員給与規程の見直し
　・退職手当について、国家公務員退職手当法の一部改正に伴う、退職手当の調整額の見
　　直し、年俸制適用承継教員制度に対応した退職手当の算出方法を規定
　・副理事手当の新設
　・夜間業務手当の支給対象職員に、臨床工学技士を追加
　・短期非常勤医師について、後期研修医相当を雇用できるよう時間給を見直し
　・用務補佐員の基準単価表の改定
　・民間企業等における月例給の決定状況等を勘案して平成27年度に出された人事院勧告
　　を参考として改定。
　　①一般職本給表(一)について、初任給は、民間との間に差があることを踏まえ１級の初任
　　　給を2,500 円引き上げ。若年層についても同程度の改定。その他は、給与制度の総合的
　　　見直し等により高齢層における官民の給与差が縮小することとなることを踏まえ、それぞれ
　　　1,100 円の引き上げを基本に改定（平均改定率0.4％）。その他の本給表についても、一
　　　般職本給表(一)との均衡を基本に改定。指定職本給表は一般職本給表(一)の引き上げ
　　　を踏まえ、各号給について1,000円引き上げ。
　　②本給の調整額の見直し
　　③初任給調整手当について、支給限度額を50,300円から50,500円に引き上げ
　　④地域手当を13%から14%に引き上げ
　　⑤期末・勤勉手当の支給率について、0.1ヶ月分引き上げ。期末特別手当の支給率につ
　　　 いて、0.05ヶ月分の引き上げ



２　職員給与の支給状況

　①　職種別支給状況

うち通勤手当
人 歳 千円 千円 千円 千円

3,099 42.5 7,331 5,387 107 1,944
人 歳 千円 千円 千円 千円

750 41.8 6,069 4,513 150 1,556
人 歳 千円 千円 千円 千円

1,349 48.4 9,523 6,916 105 2,607
人 歳 千円 千円 千円 千円

731 34.0 5,163 3,863 66 1,300
人 歳 千円 千円 千円 千円

2
人 歳 千円 千円 千円 千円

30 45.8 7,864 5,847 98 2,017
人 歳 千円 千円 千円 千円

235 36.8 5,426 4,065 109 1,361
人 歳 千円 千円 千円 千円

1
人 歳 千円 千円 千円 千円

1

人 歳 千円 千円 千円 千円

2
人 歳 千円 千円 千円 千円

2
人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし
人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし
人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし

注１：常勤職員については、在外職員、任期付職員及び再任用職員を除く。
注２：医療職員（病院医師）については、該当者がいないため、欄を省略した。
注３：在外職員の区分については、該当者がいないため、表を省略した。
注４：常勤職員の「技能・労務職種」、「指定職種」及び「専門職」、非常勤職員の「事務・技術」については、
　　　 該当者が２人以下のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることから、人数以外は
　　　 記載していない。

事務・技術

教育職種
（大学教員）

医療職種
（病院看護師）

技能・労務職種

指定職種

区分

医療職種
（病院医療技術職員）

専門職

うち賞与

事務・技術

教育職種
（大学教員）

うち所定内

医療職種
（病院看護師）

教育職種
（附属学校教員）

非常勤職員

総額
人員

技能・労務職種

平成27年度の年間給与額（平均）

常勤職員

平均年齢



[年俸制適用者]

うち通勤手当
人 歳 千円 千円 千円 千円

51 51.6 9,697 9,697 116 0
人 歳 千円 千円 千円 千円

51 51.6 9,697 9,697 116 0
人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし

[年俸制適用者]
人 歳 千円 千円 千円 千円

614 41.0 6,520 6,520 4 0
人 歳 千円 千円 千円 千円

2
人 歳 千円 千円 千円 千円

610 41.0 6,527 6,527 4 0
人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし
人 歳 千円 千円 千円 千円

2

[年俸制適用者]
人 歳 千円 千円 千円 千円

191 45.6 3,438 3,438 0 0
人 歳 千円 千円 千円 千円

179 44.1 3,049 3,049 0 0
人 歳 千円 千円 千円 千円

12 68.5 9,248 9,248 0 0
人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし

注１：[年俸制適用者]　任期付職員の「事務・技術」及び「専門職」については、該当者が２人以下のため、
　　　 当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることから、人数以外は記載していない。

医療職種
（病院看護師）

区分 人員 平均年齢

教育職種
（大学教員）

医療職種
（病院看護師）

専門職

非常勤職員

事務・技術

教育職種
（大学教員）

事務・技術

医療職種
（病院看護師）

平成27年度の年間給与額（平均）

総額 うち所定内 うち賞与

常勤職員

教育職種
（大学教員）

任期付職員



②

注１：①の年間給与額から通勤手当を除いた状況である。以下、④まで同じ。
注２：年齢20～23歳の該当者は1人であるため、当該個人に関する情報が特定されるおそれの
　　　あることから、年間給与については表示していない。

注１：①の年間給与額から通勤手当を除いた状況である。以下、④まで同じ。
注２：年齢20～23歳、年齢24～27歳の該当者はいない。

年齢別年間給与の分布状況（事務・技術職員／教育職員（大学教員）／医療職員（病院看護師）)
〔在外職員、任期付職員及び再任用職員を除く。以下、④まで同じ。〕



③

（事務・技術職員）

平均
人 歳 千円

部長 10 56.8 9,962

課長 51 54.8 8,659

課長補佐 83 52.5 7,334

係長 298 44.5 6,297

主任 112 40.2 5,513

係員 196 30.1 4,058

職位別年間給与の分布状況（事務・技術職員／教育職員（大学教員）／医療職員（病院看護師））

千円

注１：①の年間給与額から通勤手当を除いた状況である。以下、④まで同じ。

分布状況を示すグループ

11,496～8,824

9,695～6,936

8,131～6,697

代表的職位

7,621～4,632

人員 平均年齢
年間給与額

（最高～最低）

6,827～3,997

6,636～3,042

注：「部長」には、「教育監」及び「次長」を含み、「課長」には、「主幹」及び「事務長」を含み、「課長補佐」には、
　　「事務長補佐」、「専門員」及び「技術専門員」を含み、「係長」には、「専門職員」及び「技術専門職員」を含む。
　　また、「係員」とは、「事務職員」、「技術職員」及び「図書職員」を示す。



（教育職員（大学教員））

平均
人 歳 千円

教授 545 54.4 11,054

准教授 430 46.1 9,081

講師 130 44.6 8,198

助教 241 40.9 7,015

助手 2 － －

教務職員 1 － －

（医療職員（病院看護師））

平均
人 歳 千円

看護部長 1 － －

副看護部長 7 53.8 8,096

看護師長 38 51.3 7,208

副看護師長 83 42.9 6,252

看護師 601 31.4 4,762

准看護師 1 － －

④

（事務・技術職員）

夏季（６月） 冬季（12月） 計
％ ％ ％

60.0 60.4 60.2

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均）

40.0 39.6 39.8

％ ％ ％

         最高～最低 51.2～35.7 50.0～36.0 50.6～35.9

％ ％ ％

61.6 61.6 61.6

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均）

38.4 38.4 38.4

％ ％ ％

         最高～最低 49.0～34.1 48.1～34.3 44.3～34.2

管理
職員

一律支給分（期末相当）

一般
職員

一律支給分（期末相当）

分布状況を示すグループ 人員 平均年齢
年間給与額

（最高～最低）
千円

代表的職位

15,034～8,235

10,427～7,112

9,921～6,264

8,404～4,868

－

－

注：助手及び教務職員の該当者は２人以下のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることから、
　　平均年齢及び年間給与額は表示していない。

分布状況を示すグループ 人員 平均年齢
年間給与額

（最高～最低）
千円

代表的職位

8,887～7,773

8,176～5,790

7,174～5,089

6,955～3,688

－

注：看護部長及び准看護師の該当者は１人のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることから、
　　平均年齢及び年間給与額は表示していない。

－

区分

賞与（平成２７年度）における査定部分の比率（事務・技術職員／教育職員（大学教員）／医療職員
（病院看護師））



（教育職員（大学教員））

夏季（６月） 冬季（12月） 計
％ ％ ％

57.7 58.2 58.0

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均）

42.3 41.8 42.0

％ ％ ％

         最高～最低 59.5～36.7 56.3～36.1 53.7～36.6

％ ％ ％

61.5 61.7 61.6

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均）

38.5 38.3 38.4

％ ％ ％

         最高～最低 59.1～35.5 48.1～35.2 53.5～35.7

（医療職員（病院看護師））

夏季（６月） 冬季（12月） 計
％ ％ ％

－ － －
％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） － － －

％ ％ ％

         最高～最低 － － －

％ ％ ％

60.8 61.0 60.9

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均）

39.2 39.0 39.1

％ ％ ％

         最高～最低 49.0～36.1 48.1～35.2 48.5～36.2

管理
職員

区分

一律支給分（期末相当）

一般
職員

一律支給分（期末相当）

区分

管理
職員

一律支給分（期末相当）

一般
職員

一律支給分（期末相当）

注：医療職員（病院看護師）における管理職員は2人のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることから、
　　記載していない。



３　給与水準の妥当性の検証等

○事務・技術職員

○医療職員（病院看護師）

　国に比べて給与水準が
　高くなっている理由

項目 内容

対国家公務員
指数の状況

・年齢勘案　　　　　　　　　　　　９４．３
・年齢・地域勘案　　　　　　　　 ９４．７
・年齢・学歴勘案　　　　　　　　 ９３．１
・年齢・地域・学歴勘案　　　　  ９４．２
（参考）対他法人　　　　　　　  １０６．５　　　　　 

（法人の検証結果）
【国からの財政支出について】
支出予算の総額に占める国からの財政支出の割合　41.8％
（国からの財政支出額　43,808百万円、支出予算の総額　104,681百万円：
平成27年度予算）
【累積欠損額について】
累積欠損額０円（平成26年度決算）
【検証結果】
対国家公務員（行政職（一））指数が94.3であり、適正である。

（文部科学大臣の検証結果）
　給与水準の比較指標では国家公務員の水準未満となっていること等から
給与水準は適正であると考える。引き続き適正な給与水準の維持に努めて
いただきたい。

講ずる措置 　引き続き適正な給与水準の維持に努めていきたい。

項目 内容

　給与水準の妥当性の
　検証

対国家公務員
指数の状況

・年齢勘案　　　　　　　　　　　１０９．５
・年齢・地域勘案　　　　　　　 １０３．８
・年齢・学歴勘案　　　　　　　 １０９．６
・年齢・地域・学歴勘案        １０６．０
（参考）対他法人　　　　　　　 １０８．８　　　　　　　

　国に比べて給与水準が
　高くなっている理由

　地域手当の支給割合が１４％であること、新規採用者のうち大卒者が多い
こと、１級（准看護師）の構成割合が国と比較して低いこと、これらが対国家
公務員指数を上回った要因と考えられる。

　給与水準の妥当性の
　検証

（法人の検証結果）
【国からの財政支出について】
支出予算の総額に占める国からの財政支出の割合　41.8％
（国からの財政支出額　43,808百万円、支出予算の総額　104,681百万円：
平成27年度予算）
【累積欠損額について】
累積欠損額０円（平成26年度決算）

（文部科学大臣の検証結果）
　法人の看護職員の職員構成と国の職員構成が異なっていること、法人の
給与制度は国家公務員の制度とおおむね同様であることから、給与水準は
おおむね適正であると考える。引き続き適正な給与水準の維持に努めてい
ただきたい。

講ずる措置
　対国家公務員の指数を上回っているが、医療の高度化、専門化に対応す
るため、財政状況を考慮した上で、引き続き、適切な給与水準となるよう配
慮していきたい。



〇教育職員（大学教員）と国家公務員との給与水準の比較指標　　１０５．４

４　モデル給与
事務職員

教育職員（大学教員）

５　業績給の仕組み及び導入に関する考え方

○ ２２歳（大卒初任給、独身）
　月額 176,700円　年間給与 2,612,067円
○ ３５歳（主任、配偶者・子１人）
　月額 333,730円　年間給与 5,435,918円
○ ４５歳（係長、配偶者・子２人）
　月額 408,135円　年間給与 6,643,371円

○ ２７歳（博士修了初任給、独身）
　月額 328,210円　年間給与 4,851,763円
○ ３５歳（講師、配偶者・子１人）
　月額 443,095円　年間給与 7,318,938円
○ ４５歳（准教授、配偶者・子２人）
　月額 528,885円　年間給与 8,729,667円

　平成２６年５月から、年俸制が適用される助教の一部に、平成２７年４
月からは、対象者を拡大し、年俸制が適用される大学教員の一部に業
績給を導入しており、今後も継続していく方針である。

（注）上記比較指標は、法人化前の国の教育職（一）と行政職（一）の年収比率を基礎に、
　　　平成2７年度の教育職員（大学教員）と国の行政職（一）の年収比率を比較して算出し
　　　た指数である。

　　　なお、平成19年度までは、教育職員（大学教員）と国家公務員（平成15年度の教育職
　　（一））との給与水準（年額）の比較指標である。



Ⅲ　総人件費について

平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

千円 千円 千円 千円 千円 千円

(A)
千円 千円 千円 千円 千円 千円

(Ｂ)
千円 千円 千円 千円 千円 千円

(Ｃ)
千円 千円 千円 千円 千円 千円

(D)
千円 千円 千円 千円 千円 千円

(Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ)

総人件費について参考となる事項

Ⅳ　その他
特になし

区　　分

給与、報酬等支給総額
25,184,925 25,537,228 24,666,143 23,787,195

退職手当支給額
1,298,414 2,796,201 2,579,128 1,437,612 1,707,677

11,958,558 12,922,377 14,289,520 16,605,060

25,746,832 25,755,520

1,796,081

17,017,199

注１：「非常勤役職員等給与」においては、受託研究費その他競争的資金等により雇用される職員に係る費用及び
　　　 人材派遣契約に係る費用等を含んでいるため、財務諸表附属明細書の「18　役員及び教職員の給与の明細」
　　　 における非常勤の合計額と一致しない。
注２：「退職手当支給額」欄は、国の常勤職員に相当する、法人の常勤職員に係る退職手当支給額を計上している。

○「給与、報酬等支給総額」が、前年度比0.0％となった要因
　・27年度は、人事院勧告に基づき、地域手当について12%から14%に
　 引き上げ、期末・勤勉手当の支給率について0.1ヶ月分引き上げ等を
   実施したが、常勤職員数が26年度に比べ、約170名減少したため。
○「最広義人件費」が、前年度比1.6％となった要因
　・国家公務員退職手当法の一部改正に伴い、退職手当の調整額に
　 ついて見直したことにより、退職手当支給額が増加したため。
　・被用者年金制度の一元化、退職等年金給付制度の創設等に伴い、
　 事業主負担分が増加したため。

最広義人件費
41,494,745 44,996,913 45,014,581 44,649,353 49,701,544

5,937,685

非常勤役職員等給与
10,744,950

50,506,485

福利厚生費
4,266,456 4,704,926 4,846,933 5,135,026 5,641,975


